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令和６年能登半島地震の概要
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内閣府：令和６年能登半島地震に係る検証チーム資料（令和6年3月28日）



○ 大規模災害時においては、都道府県に災害対策本部の下に、医療・保健・福祉支援の司令塔である「保健医療福祉
調整本部」を設置し、関係機関との連携、情報収集・分析、保健医療活動チームの派遣調整等を一元的に実施。

○ 能登半島地震においては、石川県が保健医療調整調整本部を設置。4月5日時点で本部会議を計34回開催し、情報
分析や対応方針の策定などを実施。

【取り扱われた内容】
急性期 ：応急的な医療確保のための医療チーム派遣、被災者の健康状況の把握、避難所の健康管理、感染症対策など
亜急性期：要配慮者の二次避難の推進、避難生活の長期化を支える保健医療福祉の専門職の応援派遣など
慢性期 ：医療機関や福祉施設の復旧に向けた復旧計画の策定や職員の住居確保策の支援など

災害対策本部

保健医療福祉調整本部

避難所 医療機関・
福祉施設等

市町村

厚生労働省
※ 現地対策本部を通じて密接に連携

保健・医療・福祉支援チーム

医療：DMAT、災害支援ナース等
保健：DHEAT、保健師等
福祉：DWAT等

病院や福祉施設等の被災情報や避難所等の情報等を集約

医薬品等の物資支援や支援チームの派遣など

支援チームの派遣や
物資支援等

連携（情報共有・
協議など）

保健医療福祉の震災対応の司令塔機能（保健医療福祉調整本部）
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厚生労働省：令和６年能登半島地震に係る検証チーム資料（令和6年4月15日）

概要



ＤPＡＴ 被災した精神科病院の復旧支援

ＤPＡＴ先遣隊 当該医療機関で対応しきれない
精神疾患患者に対する医療支援等

・災害により地域で対応しきれない
軽症患者の医療

・避難所内の巡回診療

ＪＲＡＴ 被災者に対するリハビリテーション

ＤＭＡＴ 当該医療機関で対応しきれない
重症の救急患者に対する医療支援

ＤＭＡＴ 被災者に対する予防等の公
衆衛生活動

：医療 ：医療行為

：精神 ：健康管理

：保健 ：患者搬送

：福祉 ：福祉支援

DMAT

医

医

災害拠点病院

災害拠点精神科病院等

一般病院
有床診療所

無床診療所

救護所

避難所

介護施設
社会福祉施設

自宅
仮設住宅

急性期 （～48時間） 亜急性期 （48時間～1週間） 慢性期 （1週間以降）

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

日赤こころのケアチーム 被災者に対する心理社会的支援

日赤
救護班

NHO
救護班

全国知事会
救護班

医

健

在宅医療を必要とする者への医療

DPAT

入院

医療機能の復帰支援

発災前からの医療の継続

転院搬送支援

健

JCHO
救護班

AMAT

DPAT

転院搬送
依頼

※ 日赤、NHO、JCHO、AMAT等は、
関連病院の診療支援も行う。

医

※ 指定公共機関、公益社団法人など全国規模で救護班の編成を行っている団体の一例

・医療機関の被害状況確認
・転院搬送支援

ＪＭＡＴ

都道府県保健医療福祉調整本部

保健所等

AMAT

地域災害医療コーディネーター

連携

DMAT

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

被災者に対する健康管理保健師等（自治体職員）

保健師等（自治体職員） 被災者に対する健康管理

医

（自宅・仮設住宅）

発
災

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

国立大学附属
病院救護班

済生会
救護班

災害歯科保
健医療チーム

薬剤師のチーム 被災者に対する薬務管理

JDA-DAT（日本栄養士会災害支援チーム） 被災者に対する栄養・食生活支援

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム） 保健医療行政の指揮調整機能等の応援

保健医療行政の指揮調整機能等の応援

都道府県災害医療コーディネーター・災害時小児周産期リエゾン

医

医

医

健

健

医

健

健

健

健

健

健

健

健

その他の
救護班

災害歯科保健医療チーム 被災者に対する口腔ケア・管理 健

災害時における被災地外からの保健医療福祉に関わるチームの一例

DWAT 災害要配慮者に対する福祉支援

福

被
災
地
の
既
存
の
医
療
・保
健
資
源
へ
順
次
移
行

福



発災後の被災地における保健師の役割
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発災後は、被災地の自治体機能が低下することもあり、保健師は被災者の健康支援を中心とし、広範囲に渡る支援活動に従事す

る。被災地における主な保健師の役割は以下のとおり。

※これらの活動は、全国の自治体保健師を中心とした保健人材が被災地に応援派遣され、被災地の自治

体保健師と共に活動に従事する。

◼ 被害状況等の情報収集及び発信

◼ 自宅、避難所及び仮設住宅等における健康管理

• 全戸訪問による被災者の健康課題の把握
• 感染症、食中毒、熱中症、急性肺血栓塞栓症（エコノミークラス症候群）、生活不活発病予防観点からの環境整備、健康教育
• 感染症患者発生時の対応（隔離、医療との連携、保健所との連携）
• 健康状態が悪化した被災者への対応（医療との連携）等
• 精神的な支援が必要な被災者のアセスメント、こころのケア活動との連携、医療との連携等

◼ 福祉避難所の避難者への対応

• 避難者のアセスメント及び入所の必要性の判断等

◼ 保健師等の応援派遣調整

• 被害状況に基づいた国や県庁に対する保健師等応援派遣の要請、保健師等の応援派遣調整

◼ 関係者との支援体制の調整

• 支援チームの受入れ調整及び業務改善
• 関係職種との会議の開催等



情報提供
応援派遣に係る調整

・被災自治体からの情報収集
（被害状況、保健師等応援要請の有無、要請人数 等）

・被災都道府県からの応援要請を受け、被災都道府県
以外の都道府県（保健師統括部署及び健康危機管理担当部署）
へ保健師等応援派遣可否照会

・全国知事会に対して、応援派遣に係る調整について情報共有を図ると
ともに、関係する構成団体に厚生労働省の照会に協力するよう依頼

・全国市長会、全国町村会及び指定都市市長会に対して、応援派遣
に係る調整について情報提供

・照会結果をふまえ、応援派遣調整の実施

・応援派遣照会に対する回答
（都道府県は、都道府県内の保健所設置市、特別区
及び市町村も含めて応援派遣の可否照会及び応援派遣
に係る調整を行う）

・応援派遣に向けた準備
（交通・通信手段や宿泊等）

・被災市区町村や、保健所等からの情報収集

・被災市区町村の支援について、被災市区町村以外の市区町村へ保健師等の派遣を要請

・都道府県内の応援のみでは対応が困難な場合は、隣接都道府県または当該都道府県の災害時相互応援協
定締結自治体へ派遣を要請

・災害の規模により、全国規模の応援要請が必要であると判断した場合、厚生労働省に応援要請

応援派遣可否
の回答

応援派遣の
可否照会

情報収集
応援派遣調整 情報提供

応援要請

応援派遣準備
応援派遣に係る調整
応援派遣開始

災害時の保健師等応援派遣調整の流れ
「災害時の保健師等広域応援派遣調整要領について」（令和３年 1 2月 2 0日付け健健発 1 2 2 0号第２号）
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厚生労働省健康・生活衛生局

都道府県衛生主管部（局）

被災都道府県（本庁等）



災害時の保健師等支援チームの実績（厚生労働省調整分）
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〇大規模災害では、被災都道府県からの要請を受け、厚生労働省が全国の保健師の応援派遣の調整を行っています
※ 延べ人数の単位は、（人日）

保健師 保健師以外※ 合計

岡山県 7/10~9/27 18 1,223 491 1,714

広島県 7/11~8/31 37 2,155 905 3,060

愛媛県 7/20~9/27 9 406 248 654

合計 64 3,784 1,644 5,428

保健師 保健師以外※ 合計

北海道 9/11~11/13 16 698 302 1,000

保健師 保健師以外※ 合計

千葉県 9/17~10/6 7 169 80 249

保健師 保健師以外※ 合計

長野県 10/17~11/15 7 299 141 440

福島県 10/19~11/29 13 444 227 671

宮城県 10/18~11/30 3 234 119 353

合計 23 977 487 1,464

保健師 保健師以外※ 合計

熊本県 7/7~8/12 12 388 307 695

保健師 保健師以外※ 合計

石川県 1/6~5/30 42 9,434 6,055 15,489

派遣先 期間
累計

チーム数

派遣者延べ人数

派遣先 期間
派遣元

都道府県数

派遣者延べ人数

派遣先 期間
累計

チーム数

派遣者延べ人数

派遣先 期間
累計

チーム数

派遣者延べ人数

派遣先 期間
累計

チーム数

派遣者延べ人数

派遣先 期間
累計

チーム数

派遣者延べ人数

※保健師以外：事務職員・運転手、医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、管理栄養士 等

◼平成30年７月豪雨
岡山県・広島県・愛媛県からの要請を受け、
延べ5,428名が活動した。

◼平成30年北海道胆振東部地震
北海道からの要請を受け、延べ1,000名が活動した。

◼令和元年台風第15号
千葉県からの要請を受け、延べ249名が活動した。

◼令和元年台風第19号
宮城県・福島県・長野県からの要請を受け、
延べ1,464名が活動した。

◼令和２年７月豪雨
熊本県からの要請を受け、延べ695名が活動した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、

近隣都道府県からの応援派遣に困難を要する状況もあった。

◼令和６年能登半島地震
石川県からの要請を受け、延べ15,489名が活動した。



令和６年能登半島地震における保健師等応援派遣の実績
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※保健師以外：事務職員・運転手、医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、管理栄養士 等

派遣先 期間
派遣元

都道府県数

派遣者延べ人数

保健師 保健師以外 ※ 合計

石川県 1/6 ～5/30 42 9,434 6,055 15,489

◼ 応援派遣された保健師数の推移



令和６年能登半島地震の振り返り（全国保健師長会）
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（１）保健師の役割

• 今回の保健師チームの役割については、避難所巡回による被災者の健康管理に重きがおかれ、そこで得られた情

報を整理・分析し、課題を抽出し、改善策を提案する一連の流れが十分に果たされていない状況があった。

• 統括 DHEAT が創設され DHEAT としての活動が定着してきているものの、その中での保健師の役割は不明

確である。また、DHEATと保健師チームとの協働・連携・役割分担が不十分であるという課題も明らかになった。

（２）派遣調整

• 応援派遣に前向きな姿勢があるものの、新任期が多く中堅期が少ないという保健師の年齢構成のアンバランス

や、各自治体での事業継続の中での負担感に関する意見があった。

• 今回は都道府県と保健所設置市を含む市町村との混合チームが機能した。都道府県の中堅期保健師の少なさな

どを補うことができる点や発災時における連携のシミュレーションとなった点などのメリットが挙げられた。一方、

混合チームを形成するためには、調整に時間を・本システムは要すること、オリエンテーションや情報共有、後方支

援の主体などについて整理する必要性などの問題点も明らかになった。

（３）派遣調整システム

• 迅速なニーズとのマッチング機能を有している点や様々な自治体から被災自治体への問い合わせが入る負担を

軽減するものであり、導入されたことには大きな意義がある。

• 派遣調整システムについては、初めての実装であったため、政令市や中核市では直接データが確認できないこと、

入力、回答までの時間の短さ、回答までの時間の長さ、情報共有が図れないことなどに関す改善を求める声が多

かった。
【出典】令和６年能登半島地震における自治体保健師の被災地支援の実態調査報告書（令和６年３月、全国保健師長会）

まとめと考察（一部抜粋）



令和６年能登半島地震の振り返り（全国保健師長会）

10【出典】令和６年能登半島地震における自治体保健師の被災地支援の実態調査報告書（令和６年３月、全国保健師長会）

（４）対口支援

• 対口支援については、厚生労働省の枠組みではなく、被災自治体の窓口が市町村単位で、保健師以外の職種

であることから、本来の保健師としての機能が発揮できないことが課題となっていた。

（５） 過酷な状況下での支援のあり方

• 派遣元では気象条件やライフラインの障害に応じた資機材の準備、車両や移動、宿泊のあり方などについて、

検討が必要であった。

• これまで、派遣元が派遣にかかる準備を行うことが基本となっていたが、道路や建物被害の大きさやライフラ

インの回復が遅れた今回のような場合については、全体的な継続した支援調整の仕組みが求められる。

（６） ICT の活用による情報の一元化

• ICT の活用によって、情報の一元化が図られたが、避難所のラピッドアセスメントを記録できる D24H以外

にも、様々なシステムが、支援先自治体あるいは保健医療福祉活動チームから示され、応援派遣された保健師

が戸惑いを感じる場面もあった。統一した入力・分析ができるシステムの標準化が求められる。

（７） 被災地支援のあり方と保健福祉ニーズへの対応

• 今回の災害では 1.5 次避難所、2 次避難所という新たなスキームが示され、福祉サービスへのつなぎが課題

となった。被災者の移動によるストレスやホテルなどの個室での生活による孤立・孤独、生活不活発病の発症

などのリスクも勘案した支援体制を構築する必要がある。



* Disaster Health Emergency Assistance Team

被災
都道府県

②派遣元自治体設定、依頼
派遣元

都道府県等

DHEAT隊員
（保健師等）

④派遣チーム作成

（③日程調整、
日程確定）

⑤派遣チーム割当、通知

派遣要請フォーム入力、提出

システムの案内通りに入力すれば、
要請可能。

①派遣要請

システムから一括メール送信で連絡可能。
集計や日程調整も容易に。

要望に応じた人材のマッチングが可能。

派遣チーム割当

ログイン

⑤派遣チーム割当、通知

日程調
整

派遣チーム作成

システムにより速やかに登録可能。

DHEAT・保健師等広域派遣調整システム

派遣調整

DHEAT・保健師等
広域派遣調整システム

国
（DHEAT事務局）



(※) （凡例） ： 保健医療活動チーム（DMAT、JMAT、日本赤十字社の救護班、国立病院機構の医療班、歯科医師チーム、薬剤師チーム、看護師チーム、保健師チーム、管理栄養士チーム、ＤＰＡＴ 等）

災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の活動の枠組み

●都道府県

●指定都市

●
そ
の
他
保
健
所
設
置
市

・特
別
区

班
又
は
構
成
員
と
し
て

派
遣
へ
参
画

派
遣
に
関
す
る
調
整

厚生労働省

派遣に関する
調整の依頼

派遣元（支援側）

災害時健康危機
管理支援チーム※

指揮調整機能等
が円滑に実施さ
れるよう応援派
遣

※災害時健康危機管理支援チーム「DHEAT」
（Disaster Health Emergency Assistance Team）

A
県

B
県

C
県

D
市

避難所

十分な情報を
収集・分析

チームを
適正配置

保健所設置市・特別区

本庁・保 健 所

9

8 9

被災都道府県

相互連携

都 道 府 県 等 保 健 医 療 福 祉 調 整 本 部

避難所 避難所 避難所

保 健 所

避難所 避難所 避難所 避難所 避難所

3 4 5 6 7 8 9

１ 2 3 4 5 6 8

１ ２

7

都 道 府 県 内 の 保 健 医 療 福 祉 活 動 を 総 合 調 整

相互連携

薬務主管課 精神保健
主管課

保健衛生
主管課

医務主管課

連絡窓口

保健医療活動チーム(※)

１ 2 3

本 部 長

医療保健ニーズ等の
分析結果を把握

派遣先（受援側）

DHEAT

DHEAT DHEAT

Ａ
県

Ｃ
県

Ｄ
市

4 5 6 7

保 健 所
DHEAT

Ｂ
県

市 町 村

① 保健医療活動チームへの指揮・派遣調整等
② 保健医療活動チームと情報連携（様式の統一）
③ 保健所での情報分析の取りまとめ

① 保健医療活動チームの指揮・派遣調整等
② 保健医療活動チームと情報連携（様式の統一）
③ 収集した情報の整理及び分析

市 町 村

統括
DHEAT

DHEAT DHEAT

Ｂ
県

Ｃ
県

応援

全国
DHEAT協議

会
DHEAT
事務局

派
遣
に
関
す
る
調
整
の
依

頼

地方ブロック
DHEAT協議会
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災害時健康危機管理支援チーム（D H E AT）の活動内容
D H E AT構成員が応援する被災都道府県等による指揮調整業務

13

ア 健康危機管理組織の立上げと指揮調整体制の構築

イ 被災情報等の収集及び分析評価、並びに対策の企画立案

ウ 保健医療活動チームの受援調整及び対策会議等による統合指揮調整

エ 保健医療福祉調整本部及び保健所への報告、応援要請及び資源調達

オ 広報及び渉外業務

カ 被災都道府県等職員の安全確保並びに健康管理

DHEATは、医師、保健師、管理栄養士等、専門的な研修・訓練を受けた被災都道府県以外の 都道府県

等職員の中から、１班あたり５名程度で構成する。

被災都道府県等による以下の指揮調整業務が円滑に実施されるよう、被災都道府県の保健医療福祉調

整本部及び被災都道府県等の保健所を応援するが、被災都道府県等の体制や災害の状況等に応じて柔軟

な活動を行う。



被災都道府県等の職員とDHEAT構成員の役割分担

法令に基づく
権限行使

地域情報の熟知
や地元関係者と
の信頼関係を要
する業務

受援調整業務
・保健師等支援チーム
・医療等支援チーム

現地ニーズと
乖離のある支
援者への対応

第三者的に俯瞰

指揮調整業務点検項目確認

ロードマップの作成

情報収集・整理
情報分析・見える化

対策の企画

会議資料作成
議事録作成

リエゾン業務

職員健康管理支援

被災都道府県等
の職員

DHEAT構成員

部外者の方が
やりやすい

部外者のことは部
外者でも可

第三者的に冷静に
なれることを活か
す

地域情報を熟知している職員
と一緒に作業

職員が顔つなぎをした上で連絡調
整業務を担う

部外者では代行でき
ない

応援元からの
追加支援・物資の調達

被災都道府県等の保健医療福祉調整本部及び保健所の職員は、法令に基づく権限の行使のほか、地域情報
の熟知や地元関係者との信頼関係を要する業務を担い、DHEATの構成員はそれ以外の業務及び第三者性を活
かした業務を担うなど、それぞれの特性を活かした業務を担う。

14



令和6年能登半島地震におけるD24Hの活用

図①：施設・避難所等ラピッドアセスメントシート

図②：D24Hsurvey 画面

15※ラピッドアセスメントシートはスフィア基準に従い作成。

本年1月1日に発生した能登半島地震において、令和6年度より厚生労働省で本格運用することとしてい
る「災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）」について、発災直後より、避難所状況の把握
のため機能の一部解放し、石川県保健医療福祉調整本部、保健所、DMAT（災害時派遣医療チー
ム）等で災害対応に活用。

※kintoneで集めた情報もD24Hに反映。



入力のあった
避難所数

飲料水・食料が不足している避難所数

避難者数
（17,700人）

D24H NOW ※避難所情報の地図化

16



災害時保健活動マニュアルの改訂状況

災害時保健活動マニュアルの改訂歴がある都道府県は約６割。改訂のタイミングは、応援派遣経験、被災経験の後が多い。

◼ 災害時保健活動マニュアルの改訂歴 ◼ マニュアル改訂のタイミング

0%

22%

48%

52%

9%

13%

30%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

あらかじめ要綱で定めている改訂時期

関連する法律改正や通知があったとき

都道府県内の被災経験の後

他の都道府県への応援派遣経験の後

都道府県の地域防災計画の改定

都道府県の災害関連の業務マニュアルの改訂

全国保健師長会の災害時保健活動マニュアルの改訂

その他

改訂した

23

57%

改訂してい

ない

15

38%

無回答

2

5%

（n＝40）

（n＝23）

【出典】令和４年度厚労科研「自治体における災害時保健活動マニュアルの策定・活動推進のための研究」 17



策定している

202

28.4%

策定していない

504

70.9%

無回答

5

0.7%

市町村における災害時保健活動マニュアル策定状況

保健所設置市では約４割、その他の市町村では約７割で災害時保健活動のマニュアルを策定していない状況である。

◼ 保健所設置市 ◼ その他の市町村

（n＝711）

【出典】令和４年度厚労科研「自治体における災害時保健活動マニュアルの策定・活動推進のための研究」 18

策定している

44

60.3%

策定していない

28

38.4%

無回答

1

1.4%

（n＝73）



73%

55%

18%

36%

18%

9%

45%

9%

0% 20% 40% 60% 80%

参考となる情報の提供

学習会の企画・実施

マニュアル策定・見直しの計画立案及び体制づくり

策定の場への定期的な参画

市町村内の他部署との連絡調整

地元の関係機関・関係団体との連絡調整

都道府県の災害時保健活動マニュアルとの関連づけ

その他

都道府県における市町村の災害時保健活動マニュアル策定等への支援状況

市町村が災害保健活動マニュアルと策定しているかを把握している都道府県は約６割。保健所の市町村のマニュアル策定や見直

しへの支援内容は、情報提供や学習会の企画・実施が多い。

◼ 市町村の災害時保健活動マニュアル策定の把握 ◼ 保健所の市町村のマニュアル策定や見直しへの支援内容

（n＝40）

（n＝11）

把握している

9

22%
把握して

いない

31

78%

◼ 保健所の市町村のマニュアル策定や

見直しへの支援状況の把握

把握して

いる, 15, 

37%
把握して

いない, 

25, 63%

（n＝40）
【出典】令和４年度厚労科研「自治体における災害時保健活動マニュアルの策定・活動推進のための研究」 19



防災基本計画の体系

災 害 対 策 基 本 法 ( 昭 和 ３ ６ 年 法 律 第 ２ ２ ３ 号 )

第 3条：防災に関する計画の作成・実施、相互協力等
第34条：防災基本計画の作成及び公表等（中央防災会議）
第36条：防災基本計画に基づく指定行政機関による防災業務計画の作成等
第39条：防災基本計画に基づく指定公共機関の防災業務計画の作成等
第40条：防災基本計画に基づく都道府県地域防災計画の作成等
第42条：防災基本計画に基づく市町村地域防災計画の作成等

防災基本計画

20

防災業務計画

※各種防災計画の基本

指定行政機関：中央省庁

防災業務計画
指定公共機関：独立行政法人

日銀,日赤,NHK,NTT等

地域防災計画
都道府県防災会議（会長：知事）
市町村防災会議（会長：市町村長）

※ 内閣総理大臣をはじめ全閣僚、指定公共機関の代表者、
学識経験者により構成

中央防災会議（会長：内閣総理大臣）

策定・実施

策定・実施

策定・実施

策定・実施



市町村における災害時保健活動マニュアルの策定及び活用のためのガイド
令和４年度厚労科研「自治体における災害時保健活動マニュアルの策定・活動推進のための研究」作成

21

はじめの第１歩

マニュアル策定のタイミング

マニュアル策定の位置づけ

マニュアル策定の体制や時間的イメージ

災害対応への危機感をもったタイイングを活かす

策定を業務の一部として位置づける

体制や時間的なイメージを組織内で合意し進める

① マニュアルの策定の目的

② マニュアルの位置づけ

③ 所属自治体の災害時の組織体制

④ 保健活動の体制

⑤ 緊急時の参集基準と留意事項

⑥ 災害フェーズにおける保健活動

⑦ 市町村、管轄保健所、都道府県本庁の各役割と連携

⑧ 要配慮者への支援

⑨ 応援派遣者の受入れ

⑩ 保健活動を担う職員の健康管理・労務管理

⑪ 平常時の活動

⑫ マニュアル策定の要項

市町村における災害時保健活動

マニュアルの基本項目

＜別冊＞書き込みながら作成できる！



・避難所における感染対策マニュアル（平成23年３月）http://qsh.jp/saigai_doc/kansentaisaku_20110324.pdf

・避難所生活を過ごされる方々の健康管理に関するガイドライン（平成23年６月）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001enhj-att/2r9852000001enj7.pdf

・避難所運営ガイドライン（平成28年４月）
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/1604hinanjo_guideline.pdf

・大規模災害時の栄養・食生活支援活動ガイドライン～その時、自治体職員は何をするか～（平成31年３月）
http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_2_h30_02_13.pdf

・福祉避難所の確保・運営ガイドライン（令和３年５月改訂）
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/r3_hinanjo_guideline.pdf

・避難所における新型コロナウイルス感染症の対応に関するＱ＆Ａ（第3版）（令和３年５月）
http://www.bousai.go.jp/pdf/corona_QA3.pdf

・新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所運営のポイント（動画第２版）（令和３年６月）
http://www.bousai.go.jp/coronam.html

・新型コロナウィルス感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドライン（第3版）（令和３年６月）
http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/corona_hinanjo03.pdf

・DHEAT活動ハンドブック（第２版）（令和５年３月）
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000998894.pdf

・災害時の保健活動推進マニュアル（令和２年３月）
http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf

・新型コロナウイルス感染症対策における応援派遣及び受援のための手引き（令和２年８月）
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000671711.pdf

・保健師の災害時の応援派遣及び受援のためのオリエンテーションガイド（令和２年３月）
https://www.mhlw.go.jp/content/000805235.pdf

・災害時の保健活動推進のための保健師間および地元関係団体との連携強化に向けた体制整備ガイドライン（令和４年３月）
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/202127010B-sonota.pdf

避難所等で
の保健衛生
対策関連

DHEAT関連

連携強化・受
援等 関連

災害時関連ガイドライン・マニュアル

22

http://qsh.jp/saigai_doc/kansentaisaku_20110324.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001enhj-att/2r9852000001enj7.pdf
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/1604hinanjo_guideline.pdf
http://www.jpha.or.jp/sub/pdf/menu04_2_h30_02_13.pdf
http://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/r3_hinanjo_guideline.pdf
http://www.bousai.go.jp/pdf/corona_QA3.pdf
http://www.bousai.go.jp/coronam.html
http://www.bousai.go.jp/taisaku/pdf/corona_hinanjo03.pdf
https://www.niph.go.jp/h-crisis/wp-content/uploads/2019/10/dheat06_20190417_1.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000998894.pdf
http://www.nacphn.jp/02/saigai/pdf/manual_2019.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000671711.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000805235.pdf
https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/202127010B-sonota.pdf


2021年4月1日

1. 災害時の保健活動

2. 自治体保健師の確保等

① 保健師の状況

② 保健師の確保

③ 保健師の人材育成

④ 保健師の保健活動



都道府県, 

5,898, 

15%

保健所設置市, 

10,120, 26%

特別区, 

1,683, 4%

市町村, 

21,504, 

55%

【令和６年度】自治体別保健師数

24【出典】令和６年度保健師活動領域調査（速報値）

全市町村

33,307人

85.0%

常勤保健師数

39,205人



自治体の保健師数の動向と関連施策の変遷
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都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

合計

H14 健康増進法

H20 特定健
診・保健指導

H12 児童虐待防止法

H９ 介護保険法

H23 障害者虐待防止法

R3～R5 地方交付税措置
新型コロナウイルス感染症対応

（保健所）

H13 地方交付税措置
介護予防・精神保健福祉・

老人保健・母子保健事業の推進（市町
村）

精神保健福祉・母子保健・
エイズ対策事業推進（都道府県）

H20 地方交付税措置
特定保健指導と健康づくり
等の対応（市町村）

H23 地方交付税措置
自殺未遂やうつ病患者、

その家族に対する相談支援等の充
実（都道府県、市町村）

H28 地方交付税措置
児童虐待防止対策
（都道府県）

（単位：人）出典：H8年は保健所運営報告、H10年は全国保健師長会調査、H9年,H11-20年は保健師等活動領域調査、

H21年以降は保健師活動領域調査

注）令和元年度から保健師活動領域調査における常勤保健師数の集計方法を変更したため、平成30年度以前と単純比較はできないことに注意が必要。



所属部門別常勤保健師数の推移
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【出典】令和６年度保健師活動領域調査



常勤保健師数の職位別割合の推移
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【出典】令和６年度保健師活動領域調査
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年齢階級別の常勤保健師数の推移
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【出典】令和６年度保健師活動領域調査



「地域における保健師の活動について」
（平成25年4月19日付け健発0419第1号）

３（抜粋）

保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、技術的及び専門的側面から指導す
る役割を担う部署を保健衛生部門等に明確に位置付け、保健師を配置するよう努めること。

別紙 「地域における保健師の保健活動に関する指針」（抄）

第二 活動領域に応じた保健活動の推進

４ 都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁 （抜粋）

（１）保健活動の総合調整及び支援を行うこと。

ア 保健師の保健活動の総合調整等を担う部署に配置された保健師は、住民の健康の保
持増進を図るための様々な活動等を効果的に推進するため、保健師の保健活動を組織横
断的に総合調整及び推進し、人材育成や技術面での指導及び調整を行うなど統括的な役
割を担うこと。

統括的な役割を担う保健師

29



統括的な役割を担う保健師の配置状況の推移
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＊１：本庁の保健部門、保健福祉部門または、保健所や市町村保健センターの企画調整部門、保健福祉部門、保健部門以外の所属。

【出典】令和６年度保健師活動領域調査



出典：令和６年度保健師活動領域調査（領域調査）厚生労働省保健指導室において集計

統括的な役割を担う保健師の配置状況（市町村※保健所設置市除く）
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＊保健所設置市、特別区を除く
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平均78.7％
九州ブロック

平均63.5％

※令和３年度以降は、統括保健師の所属区分を限定せず、調査を行っている。
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本庁の保健部門、保健福祉部門または、保健所や市町村保健センターの企画調整部門、保健福祉部門、保健部門以外

本庁の保健部門、保健福祉部門または、保健所や市町村保健センターの企画調整部門、保健福祉部門、保健部門



統括保健師の職位・所属部門

32【出典】R5保健師活動領域調査（領域調査）
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統括保健師の事務分掌への明記

○統括保健師の事務分掌への明記を比較すると、都道府県と保健所設置市ともに「あり」が増加している。
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34

33
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令和５年度

（n=47）

令和４年度

（n=45）

平成31年度

（n=47）

都道府県

明記されている 明記されていない
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50

32

24

37

45

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和５年度

(n=87）

令和４年度

（n=87）

平成31年度

（n=77）

政令市・保健所設置市・特別区

明記されている 明記されていない

※平成31年度：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）
※令和４年度：「保健師の人材確保・人材育成の状況等に関する調査（令和４年７月厚生労働省保健指導室調べ）」にて、回答が得られた自治体（全体n=148）のうち、統括保健師が配置されていると回答した自治体のみ回答
※令和５年度：保健師中央会議 事前調査（令和５年６月厚生労働省保健指導室調べ） 統括保健師の事務分掌への明記内容に記載のある回答

3333



保健所における健康危機管理体制確保のための
総合的なマネジメントを担う保健師の配置について

○ 感染症法等の改正等に伴い、「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（最終改正：令和６年3月29日厚生労働省告示第161号）

において、都道府県、政令市及び特別区は、健康危機管理体制の確保のために、保健所に統括保健師等総合的なマネジメントを担う保健

師を配置すること、また、健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のために、各自治体の本庁に統括保健師を配置することが示された。

※なお、都道府県及び市町村に保健活動の組織横断的な総合調整及び推進等の役割を担う部署を明確に位置づけ、

保健師（統括保健師）を配置するよう努めることとしている（「地域における保健師の保健活動に関する指針」

健発0419第1号平成25年4月19日）。

○ 保健所の統括保健師は保健所長を補佐し、関係部署の職員を取りまとめ、健康危機への備えや発生時の対処等の事務を統括する役割を

担うことが求められる。

○ 自治体に配置される統括保健師が、都道府県、保健所設置市・特別区、保健所、市町村までを含めた保健師が中心となる組織横断的な

ネットワークを機能させることで、平時の地域保健対策の推進に加え、健康危機発生時への迅速な対応を可能とする。

地域における保健師の保健活動に関する指針で
配置を推奨している統括保健師

健康危機管理体制の確保のために保健所に配置
する総合的なマネジメントを担う保健師

都道府県本庁
保健所設置市

本庁保健所

一般市町村

平時のうちから感染症危機に備えた

準備を計画的に進めるために以下の

業務を担う

①改正感染症法における連携協議会

や予防計画策定等への積極的な関与

②新型コロナ対応における課題を踏

まえた「健康危機対処計画」の策

定・計画の着実な実施

③有事を想定した実践型訓練の実施

など人材育成の強化

④地方衛生研究所等や管内市町村や

職能団体等関係機関・団体との連携

強化 等

保健所の総合的なマネジメント

を担う保健師に求められる業務

保健所
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「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」
（最終改正：令和５年３月27日厚生労働省告示第86号）

第二 保健所及び市町村保健センターの整備及び運営に関する基本的事項
一 保健所
３ 地域における健康危機管理の拠点としての体制・機能
(4) 地域の健康危機管理体制を確保するため、保健所に保健所長を補佐する統括保健師等の総合的な

マネジメントを担う保健師を配置すること。

第四 地域保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並びに人材確保支援計画の策定に関
する基本的事項
一 人材の確保
２ （略）
また、都道府県、政令市（※）及び特別区は、健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のために本
庁に統括保健師を配置するとともに、地域の健康危機管理体制を確保するため、保健所に保健所長を補
佐する統括保健師等の総合的なマネジメントを担う保健師を配置すること。
保健所設置市等以外の市町村は、健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のために統括保健師を
配置すること。
また、健康危機への対応を含む地域保健対策の推進においては、統括保健師等が連携して組織横断
的なマネジメント体制の充実を図ること。

（※）地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）第１条に規定する市をいう。

統括保健師等の総合的なマネジメントを担う保健師

35



総合的なマネジメントを担う保健師の配置状況

36

74%(35)

83%(39)

65%(13)

90%(18)

45%(38)

83%(75)

26%(12)

17%(8)

35%(7)

10%(2)

55%(47)

17%(15)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【令和5年度】

都道府県

【令和6年度】

都道府県

(N=47)

【令和5年度】

指定都市

【令和6年度】

指定都市

(N=20)

【令和5年度】

中核市等

【令和6年度】

中核市等

(N=90)

あり なし

【出典】令和５年度保健師中央会議 事前調査（令和５年６月厚生労働省保健指導室調べ）
令和６年度保健師中央会議 事前調査（令和６年６月厚生労働省保健指導室調べ）

◼ 総合的なマネジメントを担う保健師の配置割合の推移（都道府県別）



令和６年度における保健所の地方財政措置について

本庁及び保健所の課長級の職員の増加

○ 健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のため、統括保健師等の総合的なマネジメントを担う保健師の役割の

重要性に鑑み、地方交付税措置について、道府県の標準団体当たりの本庁及び保健所の課長措置数を各１名増加

させるなどの見直しを行うこととしている。保健所及び地方衛生研究所を設置する地方公共団体においては、

引き続き保健所等の体制強化に取り組んでいただきたい。

（令和６年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について（事務連絡 総務省自治財政局財政課 令和６年１月22日発出 ※別紙P23～24 抜粋）

・本庁保健部門における保健師の管理職登用が推進

・地域保健法等の改正に伴い、本庁における統括保健師の役割が重要

○本庁の課長級以上職員数の状況等

○保健所の課長級以上職員数の状況等

・保健所における保健師の管理職登用が推進

・地域保健法等の改正に伴い、各保健所において総合的なマネジメントの役割を担う保健師に求められる職責が

大きくなっている

【統括保健師及び保健所の総合的マネジメントを担う保健師に求められる役割】
都道府県、政令市及び特別区は、健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のために本庁に統括保健師を配置するとともに、

地域の健康危機管理体制を確保するため、保健所に保健所長を補佐する統括保健師等の総合的なマネジメントを担う保健師を配
置すること。保健所設置市等以外の市町村は、健康危機管理を含めた地域保健施策の推進のために統括保健師を配置すること。
また、健康危機への対応を含む地域保健対策の推進においては、統括保健師等が連携して組織横断的なマネジメント体制の充

実を図ること。
（地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成６年厚生省告示第374号）最終改正：令和５年３月27日厚生労働省告示第86号 抜粋）

令和３年度から５年度にかけて、保健所保健師の恒常的な人員体制を強化するために必要な地方財政措置が講じ

られており、引き続き保健所の人員体制強化を図っていただきたい。
37



令和６年度の地方財政の見直し・予算編成上の留意事項等について
令和６年１月22日 総務省自治財政局財政課 事務連絡 一部抜粋

38

35 次の感染症危機に備えた「感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律等の一部を改正する法律」（令和４年法

律第９６号）の全面施行に向けて、健康危機管理を含めた地域

保健施策の推進のため、統括保健師等の総合的なマネジメント

を担う保健師の役割の重要性に鑑み、地方交付税措置について、

道府県の標準団体当たりの本庁及び保健所の課長措置数を各１

名増加させるなどの見直しを行うこととしている。保健所及び

地方衛生研究所を設置する地方公共団体においては、引き続き

保健所等の体制強化に取り組んでいただきたい。



2021年4月1日

1. 災害時の保健活動

2. 自治体保健師の確保等

① 保健師の状況

② 保健師の確保

③ 保健師の人材育成

④ 保健師の保健活動
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人材育成・確保基本方針策定指針（総務省：令和５年 1 2月）

41

（１）公務の魅力の発信

優秀な人材を確保するためには、まずは地方公共団体の職員として働くことの魅力を広く情報発信することにより、公務への関

心を持ってもらうことが必要である。

そのため、例えば、次のような取組をはじめとした公務の魅力の広報発信を行うことにより、より多くの受験者に訴求し、有為

な人材の確保へとつなげること。

・ SNS や動画配信、民間の就職支援サービスを利用した広報

・ 応募者に応じた様々なキャリア教育・インターンシップの実施

・ 職場見学や若手職員との意見交換の開催

・ 技術職員確保のための技術系若手職員による WEB 面談の実施

・ 働きやすさなどの職場環境に関する情報発信

特に、土木技師や保健師、保育士といった専門職や技術職については人材確保が困難な状況であることから、専門職や技術職

の公務の側面からの魅力について、より積極的に発信すること。

（１）公務の魅力の発信

（２）多様な試験方式の工夫

（３）多様な人材の採用

（４）外部人材の活用

（５）市区町村の専門人材の確保に係る都道府県等の支援

人材確保



保健師採用・確保に関する課題

42

19%

32%

44%

9%

16%

64%

54%

1%

4%

16%

22%

53%

13%

32%

35%

44%

0%

9%

14%

48%

37%

14%

20%

51%

26%

1%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

保健師の業務・活動内容が学生等求職者に十分に伝わっていない

募集人数に対し十分な応募者数が確保できない

採用する保健師の質が確保できていない

内々定の承諾率が低く、辞退者が多い

採用しても定着せず退職が多い

計画的に採用・確保できておらず、年代が偏っている

中長期の保健師の確保が困難

保健師による広報活動や採用選考活動が負担となっている

その他

都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

◆保健師採用・確保に関する課題（複数回答）

【出典】令和4年度厚労省先駆的保健活動交流推進事業：保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書(日本看護協会)

課長以上への質問項目、都道府県：n=351人、保健所設置市・特別区：n=314人、市町村：n=644
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校

看護師等学校入学状況及び卒業生就業状況調査より

年度

185

133

80

863

308

229

1000

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R5

看護師（3年課程）

※大学・短期大学を含む

看護師（2年課程）

※短期大学を含む

看護師（5年一貫） 准看護師

保健師

※大学・大学院・大学専攻科・短大専攻科含む

助産師

※大学・大学院・大学専攻科・大学別科・短大専攻科含む

看護師等学校養成所数の推移



44養成所：看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査（厚生労働省）
養成所以外：文部科学省高等教育局医学教育課調べ

人

1065 885 765 765 710 690 690 690 690 630 590 565 595

180 180 
165 135 135 135 135 135 135 115 115 115 115 

14,444 

7,402 7,563 7,719 7,764 7,657 7,659 8,070 8,533 8,325 8,591 8,143 8,060 

23 23 
53 68 

5 

5 7 29 43 68 68 
94 

100 99 116 
137 184 

15,694 

8,472 8,500 8,648 8,652 8,550 8,552 8,981 

9,458 9,192 9,435 9,013 9,022 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

大学院

大学専攻科･

別科

大学

短期大学専

攻科

養成所

年度

保健師学校養成所の1学年定員の推移



常勤保健師退職者数・採用者数

45

◯ 退職者数、採用者数ともに年々増加傾向であったが、直近では減少に転じている。

【出典】保健師活動領域調査
注）各年度において当該年度の４月１日～翌年３月31日の間の退職者数・採用者数

1,606 
1,751 1,773 

2,149 2,213 
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3,500

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

退職者数 採用者数



自治体保健師の人材確保の推進

⚫人材確保計画の策定、実行

⚫保健師の募集・採用活動支援

⚫保健師の定着・育成支援

⚫保健師の魅力・専門性の発信

⚫県、学校・養成所、団体等との連携

⚫自組織の人材確保計画の策定、実行

⚫県保健師の確保、定着、育成

⚫県全体の人材確保計画の策定、実行

⚫市町村保健師の募集・採用活動支援

⚫市町村保健師の定着・育成支援

⚫保健師の魅力・専門性の発信

⚫市町村、学校・養成所、団体等との連携

⚫ 保健師の養成

⚫ 保健師学生の就職支援

⚫ 自治体、関係機関との連携

都道府県 市町村

学校・養成所

【出典】自治体保健師の人材確保ガイド（日本看護協会）：令和元年度先駆的保健活動交流推進事業
46



インターンシップにかかる取組状況

調査対象

全都道府県の統括保健師または保健師研修関係担当者 ｎ＝47

回答数：45都道府県 / 47都道府県（回答率：95.7％）

令和６年２月８日（木）～令和６年２月26日（月）

調査時期

回答状況

回答数 回答率

今年度実施している 25 55.6%

以前実施していたが今年度実施していない 3 6.7%

来年度以降実施予定 1 2.2%

実施予定なし 16 35.6%

合計 45 100.0%

調査目的

令和６年度、各自治体が看護学生等を対象に行うインターンシップの効果的な実施を支援することを目的に、インターンシップの工夫

等をまとめた手引きを作成することを予定している。作成に先立ち、インターンシップを実施している自治体の取組状況を把握する目的

でアンケートを実施する。

保健師を対象とするインターンシップの実施状況は、「今年度実施している」55.6％、「以前実施していたが今年度実施して

いない」6.7％、「来年度以降実施予定」2.2％、「実施予定なし」35.6%であり、実施しているか否かで二極化している。

インターンシップの実施状況

今年度実施している, 

55.6%

以前実施していたが今年度実施していない, 

6.7%

来年度以降実施予定, 

2.2%

実施予定なし, 35.6%

（n＝45）
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インターンシップにかかる取組状況

保健師を対象とするインターンシップを「今年度実施している」と回答した都道府県は25か所であった。

18
24
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程
の

学
生

既
卒
者
（
保
健
師
有

資
格
者
）

そ
の
他

回答数

看護系教育機関の学生で、
保健師養成課程への進学を希望している者 18

保健師養成課程の学生 24

既卒者（保健師有資格者） 4

その他 2

保健師を対象とするインターンシップの対象は、「保健師養成課程の学生」が最も多かった。

インターンシップの対象

保健師を対象とするインターンシップを「今年度実施している」都道府県のうち、管内市町村でのインターンシップの募集や

広報の取りまとめを「実施している」都道府県は６か所（24.0％）、「実施していない」19か所（76.0％）であった。

管内市町村でのインターンシップの募集や広報の取りまとめの有無

回答数 回答率 都道府県名

実施している 6 24.0% 宮城県、新潟県、山梨県、岐阜県、静岡県、島根県

実施していない 19 76.0%
北海道、岩手県、福島県、茨城県、埼玉県、東京都、神奈川県、福井県、長野県、愛知県、
滋賀県、兵庫県、岡山県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、大分県

合計 25 100.0%

（n＝25、複数回答）

（n＝25）

※赤字はモデル事業への参加希望あり

【参考】インターンを実施している市町村：宮城県（白石市、角田市、村田町、七ヶ浜町、利府町、大崎市、加美町、栗原市、女川町、気仙沼市）、福島県（磐梯町、猪苗代町、湯川村、檜枝岐村、
只見町、南会津町、双葉町）、神奈川県（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市、茅ヶ崎市）、岐阜県（関市、飛騨市、郡上市）、滋賀県（大津市、高島市）、鳥取県（米子市、南部町）、岡山県
（岡山市）、愛媛県（四国中央市）、長崎県（長崎市、佐世保市、諫早市、大村市、平戸市、五島市、雲仙市）、沖縄県（伊平屋村、伊江村、北大東村、久米島町、座間味村） 48



人材育成・確保基本方針策定指針（総務省：令和５年 1 2月）

49

（５）市区町村の専門人材の確保に係る都道府県等の支援

専門人材の確保については、これまでのように、各地方公共団体がそれぞれ必要な職員を

採用するという発想にこだわるのではなく、今後は、単独市区町村での確保のみならず、広

域での確保策を検討することが有効であると考えられ、特に都道府県が、専門人材の確保を

支援していくことが重要である。

そのため、市区町村がその行政需要に対応できるよう、都道府県において必要な人材を確

保の上、市区町村支援業務に当たらせたり、市区町村職員として派遣するなどの支援を検討

していくこと。

また、市区町村の職員採用活動に対する都道府県の協力や、都道府県の主導による共同採

用方式の活用等についても検討すること。

併せて、市区町村自身でも、広域で連携することにより対応できる場合には、定住自立圏

制度や連携中枢都市圏制度などの各種制度等も活用しつつ、近隣の団体が共同して必要な専

門人材や知見の確保に取り組むことを検討すること。
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市町村における常勤保健師数の分布

50

保健師数

市

町

村

数

【出典】令和５年度保健師活動領域調査結果より保健指導室作成

N=1,654



令和６年度の地方財政の見直し・予算編成上の留意事項等について
令和６年１月22日 総務省自治財政局財政課 事務連絡 一部抜粋
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32 地方公務員の人材育成・確保に当たっては、「人材育成基本方針策定指針の - 23 

-改正について」（令和５年１２月２２日付け総務省大臣官房地域力創造審議官、

総務省自治行政局公務員部長通知）を踏まえ、以下の点に留意し、令和５年 １

２月に策定された「人材育成・確保基本方針策定指針」を参考として、各地方

公共団体において策定されている人材育成基本方針の改正等を含め、着実に取

組を進めていただきたい。

(1) 人材育成については、各地方公共団体が、改正後の人材育成基本方針において、

特に重点的に取り組むとして明示した新たな政策課題に関する自団体職員向け

の研修経費及び都道府県等が市町村職員を含めて開催する広域的な研修経費に

ついて、新たに地方交付税措置を講ずることとしていること。

(2) 人材確保については、小規模市町村を中心として、専門性を有する人材の 配置

が困難な状況が見られることから、技術職員やデジタル人材の確保に対 する地

方交付税措置に加え、都道府県等が、市町村と連携協約を締結した上で、保健

師、保育士、税務職員など、当該市町村が必要とする専門性を有する 人材を確

保し派遣する場合の募集経費及び人件費について、新たに特別交付税措置を講

ずることとしていること。



記の４（抜粋）

都道府県及び市町村は、保健師が新たな健康課題や多様化、高度化する住民のニーズに的確
に対応するとともに、効果的な保健活動を展開するために、常に資質の向上を図る必要があることか
ら、保健師の現任教育（研修（執務を通じての研修を含む。）、自己啓発の奨励、人材育成の
観点から計画的な人事異動その他の手段による教育をいう。）については、各地方公共団体にお
いて策定した人材育成指針により、体系的に実施すること。

別紙 地域における保健師の保健活動に関する指針

第二
１ 都道府県保健所等
（５）研修（執務を通じての研修を含む。）
市町村及び保健、医療、福祉、介護等に従事する者に対する研修を所属内の他の職員等と
協働して企画及び実施すること。

４ 都道府県、保健所設置市、特別区及び市町村の本庁
（２）保健師の計画的な人材確保を行い、資質の向上を図ること。（抜粋）
イ 地方公共団体の人材育成指針に基づき、職場内研修、職場外研修、人材育成の観点か
ら異なる部門への人事異動、都道府県と市町村（保健所設置市、特別区を含む。）間
等の人事交流及び自己啓発を盛り込んだ保健師の現任教育体系を構築し、研修等を企
画及び実施すること。

52

「地域における保健師の保健活動について」における人材育成の規定
（平成 2 5 年 4 月 1 9 日付け健発 0 4 1 9 第 1 号）



2021年4月1日

1. 災害時の保健活動

2. 自治体保健師の確保等

① 保健師の状況

② 保健師の確保

③ 保健師の人材育成

④ 保健師の保健活動



保健師の研修等の根拠となる法律等
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 保健師助産師看護師法

• 保健師、助産師、看護師及び准看護師は、免許を受けた後も、臨床研修等を受け、その資質の向上に努めなければなら
ない

 看護師等の人材確保の促進に関する法律

• 国は、看護師等の養成、研修等による資質の向上及び就業の促進並びに病院等に勤務する看護師等の処遇の改善その
他看護師等の確保の促進のために必要な財政上及び金融上の措置その他の措置を講ずるよう努 めなければならない

• 看護師等は、保健医療の重要な担い手としての自覚の下に、高度化し、かつ、多様化する国民の保健医療サービスへの需
要に対応し、研修を受ける等自ら進んでその能力の開発及び向上を図るとともに、自信と誇りを持ってこれを看護業務に発
揮するよう努めなければならない

 地方公務員法

• 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与えられなければならない

 地域保健法

• 市町村は、地域保健対策が円滑に実施できるように、必要な施設の整備、人材の確保及び資質 の向上等に努めなけれ
ばならない

• 地域保対策の推進に関する基本指針では地域保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並び に人材確保支援計画
の策定に関する基本的事項を定める

 健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針

• 担当者の資質の向上のため、加入者の生活習慣の改善等に向けた取組の目的及び内容を理解させ、さらに知識及び技
術を習得させるため、定期的な研修を行う



Off the job 
training
（Off-JT）

公務員研修

職位別研修

新規採用職員研修

主任研修

主査研修

係長研修

課長研修

部局長研修

トピックス別研修

職員のメンタルヘルス研修

クレーム対応研修

チームビルディング研修

ファシリテーションスキル

研修

各部局の開催する

研修

災害時対策研修

図上訓練

食育研修

個人情報保護研修

専門職研修

キャリア別研修

新任期保健師研修

中堅期前期保健師研修

中堅期後期保健師研修

管理期保健師研修

プリセプター研修

統括保健師研修

課題別研修

子ども虐待予防研修

感染症対策研修

健康危機管理研修

難病対策研修

メンタルヘルス研修

地域包括ケア研修

健康づくり研修

研修体系
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作図：国際医療福祉大学大学院 嶋津多恵子（厚労省にて一部改変）



保健師の人材育成の状況
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都道府県

保健所設置市・特別区

市町村

◆保健師の人材育成計画・ガイドラインを策定している ◆個人の研修や教育の履歴が管理されている

◆中・長期的な人材育成が行われている◆現任教育プログラムやマニュアルがある

【出典】令和4年度厚労省先駆的保健活動交流推進事業：保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書(日本看護協会)

都道府県：n=2,729人、保健所設置市・特別区：n=3,907人、市町村：n=9,048人



○ 各保健師の能力の獲得状況を的確に把握するため、各自治体で能力の成長過程を段階別に整理したキャリアラダーの策定
が必要

⇒「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」を提示

○ 個々の保健師の業務経験や研修受講履歴等を記録する共通の様式を用いて、個別性に着目した人材教育を推進

⇒「人材育成支援シート」 の活用方法と記載事項例を提示

○ 個別性に着目した人材育成により、産休・育休等により長期間職場を離れた保健師のキャリア継続を支援

○ 統括保健師の育成のため、ジョブローテーションによるOJTと研修を組み合わせた早期からの計画的な人材育成が必要

⇒統括保健師に求められる能力を提示

○ 自治体内の人材育成関係各部署が連携して保健師のキャリアパスを作成するプロセス等を通して、体系的な人材育成体制
構築を推進

○ 都道府県による市町村支援や教育機関等との連携を推進し、全国自治体保健師の人材育成の取組を推進

○ 国は、本最終とりまとめに示された推進方策を関係機関と連携して周知等に取組み、国立保健医療科学院は、研修を受講
した都道府県等の保健師が当該地域の保健師の育成に寄与するといった波及果を生むよう研修の質向上に努める

個々の保健師の目標や能力の獲得状況、ライフステージ等の多様性に応じた、
効果的な人材育成体制構築と人材育成を一層推進

保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ（平成2 8年３月）
～自治体保健師の人材育成体制構築の推進に向けて～ 主なポイント
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➢ 地域保健対策の主要な担い手である自治体保健師の能力養成は、保健福祉施策の推進において重要であり、各自治体では
体系的な人材育成を図ることが必要である。

主なポイント



自治体保健師の標準的なキャリアラダーの枠組み

58

各自治体がキャリアラダーを活用する際には、自組織の保健師の年齢構成や職務範囲等を踏まえて、標準的なキャリアラダーに

示された能力を実際の保健師業務に対応させるなどにより、詳細かつ具体的に検討した上で、自治体独自の保健師のキャリアラ

ダーを作成する

Ａ－１ Ａ－２ Ａ－３ Ａ－４ Ａ－５

対人支援活動

地域支援活動

事業化・施策化のための活動

健康危機管理に関する活動

管理的活動

保健師の活動基盤

能力の成長過程を５段階に区分

保健師の実践
活動の領域

Ｂ－１
（係長への準備段階）

Ｂ－２
（係長級）

Ｂ－３
（課長級）

Ｂ－４
（部局長級）

政策策定と評価

危機管理

人事管理

４段階に区分

保健師の管理
的活動の領域

専門的能力に係るキャリアラダー

管理職保健師に向けた能力に係るキャリアラダー



統括的な役割を担う保健師に求められる能力とその育成
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○各自治体が統括保健師の育成を行うに当たっては、自組織の統括保健師の役割の範囲とられる能力を確認し、それらの能力が

獲得できるよう、ジョブローテーションによるOJTと研修を組み合わせた早期からの計画的な人材育成が必要。

統括保健師の役割

統括保健師に求められる能力

出典：保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ(平成28年3月)

◼ 組織横断的な調整や交渉を行い、保健活動を総合的に推進する能力

• 各部署に配置されている保健師の活動の全容を把握し、健康危機発生時も含め、地域全体の健康課題の明確化や保健活
動の優先度の判断、評価の実施を牽引できる。

• 保健、医療、福祉、介護等の多様な分野の組織内での合意形成を図るとともに、組織内外関係者とのネットワーク及び効果
的な協働体制を構築することができる。

◼ 保健師としての専門的知識・技術について指導する能力

• 社会の変化や情勢に応じて専門的知識や技術を常に更新し、実践すると共に、各組織において求められる役割を保健師に示
し、直接または適切な指導者を介して指導を行うことができる。

• 保健活動の優先度を勘案し、事業の企画や再編、予算確保等について指導・助言できる。

◼ 組織目標等に基づき保健師の人材育成体制を整備する能力

• 組織目標や地域保健施策の展望等を踏まえた保健師の人材確保や採用、ジョブローテーションを含めた配置、人材育成に関
する提言ができる。

• 組織全体の保健師の人材育成計画を立案し、組織内での理解・共有を図り、実施体制を整備することができる。
• 指導的立場にある保健師の指導力向上のための支援を行うことができる。

• 保健師の保健活動の組織横断的な総合調整及び推進

• 技術的及び専門的側面からの指導及び調整

• 人材育成の推進



新任期
（係員）

中堅期
（係長級）

管理期（課長補佐級以上）

統括保健師

全自治体 ⚫ 保健師等ブロック別研修会

市町村 ⚫ 管轄都道府県にて実施
「新人看護職員研修ガイド
ライン～保健師編～」

⚫ 管轄都道府県にて実施 ⚫ 管轄都道府県にて実
施

⚫ 管轄都道府県にて実
施

保健所設置市 ⚫ 各自治体にて実施
⚫ 管轄都道府県にて実施
「新人看護職員研修ガイド
ライン～保健師編～」

⚫ 公衆衛生看護研修
（中堅期）50人/年

⚫ 専門課程Ⅲ地域保健
福祉専攻科

⚫ 管轄都道府県にて実施

⚫ 公衆衛生看護研修
（管理期）50人/年

⚫ 管轄都道府県にて実
施

⚫ 保健師中央会議
⚫ 公衆衛生看護研修
（統括保健師）40人
/年

⚫ 全国保健師長研修会

都道府県 ⚫ 各自治体にて実施「新人
看護職員研修ガイドライン
～保健師編～」

⚫ 公衆衛生看護研修
（中堅期）

⚫ 専門課程Ⅲ地域保健
福祉専攻科

⚫ 各自治体にて実施

⚫ 公衆衛生看護研修
（管理期）

⚫ 各自治体にて実施

⚫ 保健師中央会議
⚫ 公衆衛生看護研修
（統括保健師）

⚫ 全国保健師長研修会

保健師の自治体種別・階層別研修（O F F - J T）

研修実施主体：各自治体、管轄都道府県、国立公衆衛生科学院、厚労省

※研修検討会報告書等に基づいた記載であり、網羅的ではないことに留意。 60



1544

(94.5%)
1485

(90.9%) 1268

(77.6%)
877

(53.7%)

55(3.4%) 114(7.0%)

331(20.3%)

722

(44.2%)

34(2.1%) 34(2.1%) 34(2.1%) 34(2.1%)

0
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1000

1200

1400

1600

1800

新任期 中堅期 管理期 統括保健師

研修機会あり 研修機会なし 無回答

市町村における階層別研修受講機会の状況

階層別にみると、管理期、統括保健師において研修受講機会がないと回答した人が多い。

【出典】平成30年度自治体における研修体制構築の推進策に関する調査

（ｎ＝1,633）
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15.1%

2.4%

18.5%

3.6%

21.4%

35.8%

6.3%

19.9%

3.1%

20.6%

5.9%

34.9%

58.3%

12.6%

23.2%

4.2%

3.8%

7.4%

51.5%

71.0%

14.2%

22.7%

4.6%

1.8%

8.0%

70.7%

74.8%

23.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

看護系大学

全国保健師長会

近隣市町村

都道府県 保健所

都道府県 本庁

自市町村

新任期

中堅期

管理期

統括保健師

※複数回答可

出典：平成30年度自治体における研修体制構築の推進策に関する調査

研修実施主体別の研修受講機会（市町村）

62

市町村が提供する研修受講機会としては、都道府県が実施する新任期及び中堅期研修が多かった。

（ｎ＝1,599）



都道府県が管理期保健師の研修実施・育成にあたり感じている課題

63

「管理期に求められる能力に応じた研修の企画・実施が困難」がもっとも多い。

（ｎ＝40）



自治体保健師の人材育成推進のためのハンドブック（抄）
～地域の看護系教育機関と連携した管理記保健師の能力向上に向けて～
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１）自治体と看護系教育機関に共通するポイント

自治体と看護系教育機関の連携は、自治体保健師に対する現任教育と保健師を養成する基礎教育の双方の教育

の質向上への効果を認識し、共有します。そのために、自治体は日頃から保健師学生の実習等（以下、学生実

習）のさまざまな場面でのコミュニケーションを通じた顔の見える関係や双方の機能を活用した関係性の構築に

より、良好な関係を築くことが大切となります。

２）自治体の立場からのポイント

自治体と看護系教育機関が連携した場合も、研修実施主体が自治体であることは変わりません。双方にとって

の連携の意義を適切に共有し、自治体と看護系教育機関との役割の明確化、効率的な連絡調整を行い、円滑なコ

ミュニケーションを行うことが大切です。初回は可能な限り対面での打ち合わせを設定するようにしましょう。

３）看護系教育機関の立場からのポイント

自治体保健師の育成の実施主体は、自治体であることを確認し、都道府県等の自治体保健師の育成方針等を理

解したうえで、ともに検討することや助言しましょう。その際、自治体の人材育成上のニーズを捉え、看護系教

育機関の教員として研修の講義の他に、グループワークのテーマ設定や提示の仕方、時間配分、まとめ助言など

教育方法のスキルの強みを活かすことができます。

自治体と看護系教育機関が連携する際の留意点（抄）



2021年4月1日

1. 災害時の保健活動

2. 自治体保健師の確保等

① 保健師の状況

② 保健師の確保

③ 保健師の人材育成

④ 保健師の保健活動



地域における保健師の保健活動について

記の１ 体制整備

記の２ 人材確保

記の３ 人材配置

記の４ 人材育成

1. 地域診断に基づくPDCAサイクルの実施

2. 個別課題から地域課題への視点及び活動

の展開

3. 予防的介入の重視

4. 地区活動に立脚した活動の強化

5. 地区担当制の推進

6. 地域特性に応じた健康なまちづくりの推進

7. 部署横断的な保健活動の連携及び協働

8. 地域のケアシステムの構築

9. 各種保健医療福祉計画の策定及び実施

10.人材育成

1. 実態把握及び健康課題

の明確化

2. 保健医療福祉計画策定

及び施策化

3. 保健サービスの提供

4. 連携及び調整

5. 研修

6. 評価

1. 実態把握及び健康課題

の明確化

2. 保健医療福祉計画策定

及び施策化

3. 保健サービスの提供

4. 連携及び調整

5. 評価

1. 保健活動の総合調整・支援

2. 人材確保・資質向上

3. 調査及び研究

4. 事業計画策定・予算確保・評価

5. 連携・調整

6. 健康危機管理

7. 情報提供

8. 関係団体との連携・調整

9. 広報活動

10.その他計画・政策参画

地域における保健師の保健活動について（健発0419第１号平成25年4月19日 厚生労働省健康局長通知）

保健所

第一 保健師の保健活動の基本的な方向性

市町村

保健所設置市及び特別区

都道府県、保健所設置市、

特別区及び市町村の本庁

保健所及び市町村の活動を

併せて行う

第二 活動領域に応じた保健活動の推進

地域における保健師の保健活動に関する指針

66



今後の保健師活動への提言
（令和 5  年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ 報告書（抄） 令和６年 3 月 2 9 日）
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◼今後 10～20 年を見据えた保健師活動のために必要な要素は、基本的に現行の保健師活動指針に

既に記載されているという意見がある一方で、局長通知「地域における保健師の保健活動につい

て」に関して、以下のような観点から見直しを行う必要があるとの意見があった。

• 記１（体制整備）

保健師が地域の健康課題に関わる際の基本姿勢の明確化（例：戦略的・俯瞰的 な関わり、予

防の視点、地域づくり、ステークホルダーとの協働など）

• 記３（人材配置）

統括保健師の配置が進んだ現状を踏まえ、自治体種別ごとの統括保健師の役割機 能（例：都

道府県統括保健師の役割の明確化）、統括保健師が保健師に限らず保健活動全般の総合調整

を担うべきかどうか、統括保健師機能発揮のための体制等の工夫

• 記２（人材確保）及び４（人材育成）

人材確保及び人材育成の間のつながりが分かるような記載

• 記４（人材育成）

保健師の特性・強みを押さえた上でのマネジメント能力含めた人材育成の方法

• その他

DX の推進



今後の保健師活動への提言
（令和 5  年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ 報告書（抄） 令和６年 3 月 2 9 日）
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• 都道府県、市町村、本庁などの自治体種別等で記載のある内容を精査（例：県型／市型保健 所

の書きぶり、都道府県は地区担当制とは表現せず市町村担当制とする）

• 都道府県本庁と市町村本庁それぞれの保健師の役割を明確化

• 手段ではなく、目的を書く記載ぶりに修正し、具体的な手段は各自治体が柔軟に創意工夫

• 地区活動の重要性に触れ、地区に責任をもってマネジメントする役割を明⽂化

◼また、別紙「地域における保健師の保健活動に関する指針」については、

◼また、地域を把握する一つの手段として指針に記載されている「地区担当制」については、具体

的にどのような手段を用いるかは各地域の実情に応じて柔軟に検討することが必要である一方、

指針に明示されていたことによって、地域の健康課題の複雑化・多様化、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大等といった困 難な状況であっても、これを拠り所に保健師が地域を大切にする姿

勢を崩さず、奮闘してきた事実があるのではないか。そのため、地区担当制をはじめとする、地

域の健康課題に横断的・包括的に関わり、地域の 実情に応じて必要な支援をコーディネートする

などの地域に責任を持った保健活動を堅持していく必要性 は重要ではないか。

観点での見直しも検討に値するとの意見があった。
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【保健師活動について】

(ア) 地域ケアシステム構築に向けた保健師の役割強化のため、医療介護連携、保健所による管内

市町村に対する地域診断の実施等の取組強化が必要 （P.43 ５行目）

(イ) ソーシャルキャピタルの人材育成、地域ケアシステム構築など、地域をデザインしたり仕組みを作り

出す「創造系」の取組を推進（P.35 21行目）

【統括保健師について】

(ウ) 管内の地域格差を是正するため、都道府県統括保健師は、管内市町村保健師全体の人材確

保・人材育成、市町村支援を行う（P.48 7行目）

(エ) 統括保健師を位置づけ、庁内各部署の保健師の保健活動を組織横断的に総合調整する体制

を整備することで、「保健師」という集団として地域を把握し、取組を推進（P.41 18行目）

【総合マネジメント保健師】

(オ) 総合的なマネジメントを担う保健師がその役割を果たすために、健康危機に係る業務のみなら

ず、地域資源を把握し適切に連携させる業務と連動させて取り組むことで、有事の際に円滑に健康危

機管理へ対応することが可能（P.45 11行目）

とても感じる まあ感じる あまり感じない 感じない

【出典】令和６年度保健師中央会議 事前調査（令和６年６月厚生労働省保健指導室調べ）

◼ 「令和５年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ報告書」の妥当性



「令和５年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ報告書」の妥当性 ( 2 / 4 )

70

44.6%

37.6%

40.1%

49.7%

54.1%

43.9%

5.7%

8.3%

15.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【自治体種別に内容を記載】

(カ) 記３について、統括保健師の配置が進んだ現状を踏まえ、自治体種別ごとの統括保健師の役割

機能を記載（P.50 ７行目）

(キ) 都道府県、市町村、本庁などの自治体種別等で記載のある内容を精査（P.50 14行目）

(ク) 都道府県本庁と市町村本庁それぞれの保健師の役割を明確化（P.50 16行目）

とても感じる まあ感じる あまり感じない 感じない

【出典】令和６年度保健師中央会議 事前調査（令和６年６月厚生労働省保健指導室調べ）

◼ 「令和５年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ報告書」の妥当性
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【都道府県保健所（保健師）について】

(ケ)保健所保健師による市町村課題の集約、統括保健師の組織横断的な課題把握等を通じ

て、保健師が各種計画へ地域課題を反映（P.43 15行目）

(コ) 保健所が市町村と一緒に業務を行い、助言等に留まらない実質的なマンパワーとしても支援

（P.45 １行目）

(サ) 地域格差解消のため、都道府県保健所にはこれまで以上に「保健所としての地域診断

（市町村診断）」の観点をもった市町村支援が必要（P.45 ６行目）

(シ) 都道府県保健所が各市町村の状況を俯瞰し、格差が生じやすい地区に対する均てん化が

必要（P.51 14行目）

(ス) （シ）の対応を進めるために、戦略的に保健所の機能を発揮させるよう都道府県本庁が関

与（P.51 22行目）

とても感じる まあ感じる あまり感じない 感じない

【出典】令和６年度保健師中央会議 事前調査（令和６年６月厚生労働省保健指導室調べ）

◼ 「令和５年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ報告書」の妥当性
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【地区担当制について】

(セ) 地区担当制をはじめとする、地域の健康課題に横断的・包括的に関わり、地域の実情に応じて

必要な支援をコーディネートするなどの地域に責任を持った保健活動を堅持していく必要性（P.50 

20行目）

(ソ) 手段ではなく、目的を書く記載ぶりに修正し具体的な手段は各自治体が柔軟に創意工夫

（P.50 17行目）

(タ) 保健師が管理職として各種計画へ関与したり、施策につなげる機会を意識してとらえる（P.43

19行目）

(チ) 自治体職員や地域資源の人材が不足する前提に立ち、地域の実情に応じた業務の優先順位

付けの観点を持つ（P.51 24行目）

とても感じる まあ感じる あまり感じない 感じない

【出典】令和６年度保健師中央会議 事前調査（令和６年６月厚生労働省保健指導室調べ）

◼ 「令和５年度地域保健対策・保健師活動ワーキンググループ報告書」の妥当性
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